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Ⅰ．はじめに
　現在、日本では「障害者の雇用の促進等に関する法
律」（昭和35年制定、平成21年改定）の中でそれぞれ
の機関に法定雇用率が定められており、一定人数以上
の障害者の雇用が義務付けられている。大学において
は、平成16年度に法人化された国立大学には国と同
じ2.1％、私立大学には一般の民間企業と同じ1.8％の
法定雇用率が課せられている。
　同法の改正により、平成22年７月から除外率引き
下げがおこなわれ、高等教育機関である大学ではも
ともと40％であった除外率が30％に引き下げられた。
それだけではなく、今までは実雇用率算定の労働者数
や障害者数に含まれなかった短時間労働者の算入もあ
り、どの機関においても障害者雇用を計画的に進めて
いくことが求められてきている。
　このように、障害者雇用の体制が変化していく中
で、大学の法定雇用率の達成状況をみてみると、国
立大学は平成23年度に65.5％の大学が達成している。
これは、厚生労働省が毎年発表している「障害者雇用
の集計結果」から知ることができる。その一方で、私
立大学の法定雇用率の達成状況については、社団法人
日本私立大学連盟と日本私立大学協会という私立大学
が加盟している団体があるものの「両者とも各大学の
障害者雇用率については、把握していない」（碓井，
2010）ことが指摘されている。
　平成21年には厚生労働省より日本私立大学協会に
対して「障害者の雇用の維持・雇用機会の拡大に係る
要請書」が出されており、私立大学においても在職中
の障害者の雇用維持に加え、新たな雇用の促進も求め
られていることがわかる。私立大学は、私人の寄付財
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産等により設立され自律的に運営する大学であるた
め、公の性質を持つ一方で、一般企業の性質もあわせ
もっているといえよう。そのような二側面を持つ私立
大学において、障害者雇用を進め地域社会に貢献して
いくことが必要であろう。
　そこで、本論では私立大学を対象に障害者雇用につ
いて質問紙で尋ね、現在おこなわれている障害者雇用
の実態と課題を把握し、私立大学における障害者雇用
のあり方を検討するための基礎資料を得ることを目的
とする。
Ⅱ．方法
1．調査対象
　調査は、中部地方にあるすべての４年制私立大学の
89大学に対しておこなった。なお、私立大学に関し
ては全国に約600校あり、調査で扱いきれないことか
ら今回は中部地方にある４年制大学に限定している。
回答者は主として各大学の人事担当部局の障害者雇用
担当者とした。
2．調査手続き
　各大学に調査用紙と一緒に返信用封筒を添付し郵
送した。なお、調査用紙は同じものをExcel形式で
ホームページ（富山大学水内研究室 http://www3.
u-toyama.ac.jp/mizuuchi/）上からもダウンロードで
きるようにし、回答を記入の上、郵送または電子ファ
イルを添付したメールで返信することを求めた。調査
実施時期は、平成23年９月１日から10月14日であった。
3．調査の内容
　すでに国立大学に対して毎年実施されている国立大
学協会の「障がい者雇用・高年齢者雇用に関する調査」
と、厚生労働省の「障害者雇用状況の集計結果」にあ
る項目を参考にしつつ、さらに計画的雇用の実施や学
内外の連携などについて具体的に問う項目を加えた。
ここでいう「計画的雇用」とは、「障害者の増減を見
越し障害のある方を計画的に採用したり、それと同時
に、学内でこれまでにない新しい業務を創設したり現
行の業務を移行したりして、障害者の雇用の場を創出
すること」を意味する。
　質問項目は大きく分けて二つあり、一つ目は「計画
的な障害者雇用の現状について」で、法定雇用率の達
成状況や計画的な雇用の実施状況とその内容について
きいている。二つ目は「大学という機能を活かした障
害者雇用について」であり、大学内や特別支援学校と
の連携、大学外の機関との連携、障害者雇用の今後の
課題と対策などについて尋ねている。
4．調査の回収
　89大学のうち28大学から回答を得た。回収率は31．
5％であった。
Ⅲ．結果と考察
1．計画的な障害者雇用の現状について
（1）法定雇用率の達成状況について
　今回、回答があった私立大学28大学のうち、平成
23年６月１日の時点で法定雇用率（1.8％）を「達成
している」と回答した大学は12大学で全体の42.9％
で、法定雇用率を「現在達成していないが、達成の見
込みがある」と回答した大学が１大学（3.6％）であっ
た。法定雇用率を「現在達成しておらず、当分の間達
成の見込みはない」と回答した大学は15大学（53.6％）
であった。法定雇用率の達成状況について、図１に示
す。
 
図1　法定雇用率の達成状況（単位：校）
　今回回答があった法定雇用率を達成している11大
学では、半数（６大学）が国立大学に課せられている
2.1％を超える実雇用率であり、私立大学に課せられ
る1.8％の法定雇用率を大きく上回っていた。その一
方で、達成できていない大学では実雇用率が０％から
1.5％と差があることがわかった。
（2）計画的な雇用の実施状況について
　計画的な雇用を実施しているという大学は、回答が
あった28大学のうち、１大学（3.6％）のみであり、
私立大学では計画的な雇用がほとんど取り組まれてい
ない現状が明らかになった。昨今、私立大学への入学
者数が減少しており、定員割れや経営上の問題を抱え
る私立大学も多いと考えられる。経営状況が厳しい中、
入学者の確保などが優先され障害者の計画的な雇用に
手が回らない私立大学が少なくないと推察される。
　なお、回答があった、計画的な雇用をおこなってい
る１大学については、身体障害者を13名雇用してお
り、業務内容は「データ入力」、「書類整理」、「電話対
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応」、「受付業務」、「調理補助業務」、「守衛業務」と多
岐にわたっていた。
　また、計画的な雇用の実施について尋ねた項目の中
の自由回答で、これも１大学のみであったが、「障害
者施設と業務連携しているため、大学での新たな障害
者の雇用は予定がない」という回答があった。これは、
私立大学における障害者雇用のあり方のひとつになり
うるだろう。
2．大学という機能、特性を活かした障害者雇用につ
いて
（1）大学内での連携について
　障害者雇用をおこなっていくうえで、大学の教職員
や学生などと連携して取り組んでいることについて尋
ねた項目では、具体的な回答はまったく得られなかっ
た。このことからも、障害者雇用の取り組みがそれほ
どまで進んでいない私立大学においては、障害者雇用
に寄与しうる学内の連携も進んでいないことがわか
る。
（2）学内にむけた紹介について
　障害者雇用の取り組みについて、教職員や学生など
学内にむけた紹介をおこなっているかを尋ねた項目で
は、28大学のうち２大学から回答が得られた。具体
的な記述は「学院全般の事務運営会議で取り上げ、障
害者雇用の趣旨を説明し、理解を得るようにしてい
る」、「学生に対して講義の中等で取り上げている」と
いうものであった。このように、障害者雇用について
学内の構成員に紹介し周知していく働きかけが、どの
大学においても障害者雇用の推進や発展に寄与してい
くだろう。
（3）障害者雇用の課題と対策について
　障害者雇用の今後の課題について尋ねた項目では
28大学のうち15大学から、今後の対策について尋ね
た項目では、さらにそのうち８大学から回答が得られ
た。課題について回答した15大学では、法定雇用率
を達成している、または達成する見込みがある大学が
６大学、法定雇用率を達成していない大学が９大学で
あった。
　まず、障害者雇用の今後の課題について回答があ
り、なおかつ法定雇用率を達成している、または達成
する見込みがあるという７大学の回答についてみてみ
ると、今後、障害のある教職員が退職した際にも「法
定雇用率の維持」をしていくことが課題であるとあげ
た大学が４大学と最も多かった。また、１大学のみで
あるが、「障害者を職員（教員を除く）として採用する」
という回答もあった。この回答からは、現職の教員で
法定雇用率を達成しようとするのではなく、障害のあ
る職員を新たに雇用していく必要性を感じていること
がうかがえる。やはり、障害のある現職職員の退職な
どにより実雇用率が変動するため法定雇用率の達成や
維持が困難になることがあるため、計画的な雇用を考
えていく必要があると思われる。
　つぎに、今後の課題について法定雇用率を達成して
いない９大学の回答においては、「小規模校」である
ため「職員に与えられている業務が多岐にわたり、障
害の状況によって（業務が）制約されてしまう」、「少
数精鋭での業務を目指し、定年退職者の補充も差し控
えている現状を考えると、障害者採用枠のみで採用す
ることは困難」など、新たな雇用の創出を課題にあげ
る大学が多く、３大学あった。ここでは、「小規模校」
であり実雇用率の算定の基礎となる教職員数が多くな
いことが障害者雇用を進めていく上でのネックになっ
ていることがわかる。
　そのほかの回答としては、「法定雇用率の達成」、「業
務の確保」、「雇用の対象とする障害種の拡大」、「障害
者雇用促進の担当者および部署等の設置」、「障害者に
対する求人等、学外への広報」などの課題が挙げられ
ていた。
　障害者雇用の今後の対策については、「教職員への
周知」や「意識改革」と回答した大学が４大学と最も
多かった。
　また、この課題や対策を尋ねた項目の回答の中には、
「事務職員及び教員も各不足がないので、学園の法人
が高校、短大、大学全体の中で雇用を考えている」、「障
害者雇用に関しては、法人事務局が所掌している」と
いう回答があった。このことから、私立大学における
障害者雇用については、大学の中だけで障害者雇用を
おこなうのではなく、法人全体で障害者雇用を進めて
いくあり方について示唆された。
Ⅳ．総合考察
　今回、私立大学における障害者雇用の実態把握が十
分にされていないことを受け、中部地方にあるすべて
の４年制私立大学の89大学に対して障害者雇用に関
するアンケート調査をおこない、28大学からの回答
を得た。
　現在、法定雇用率を達成している大学は12大学
（42.9％）、達成の見込みがある大学は１大学（3.6％）
であり、法定雇用率を達成しておらず見込みもない大
学が（53.6％）と半数以上の大学が達成できていな
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い状況が明らかとなった。さらに、計画的な雇用をお
こなっている大学は29大学中、１大学のみであった。
このように、法定雇用率を達成できていなかったり、
計画的な雇用がおこなわれていなかったりする背景に
は、私立大学への入学者数が減少傾向にあり経営環境
が厳しいという問題があるの中で、入学者の確保など
が優先され、障害者雇用の必要性は理解していても取
り組みが遅れている現状があると推察される。
　障害者雇用の今後の課題では、法定雇用率を達成し
ている大学では障害のある教職員が退職した際に雇用
率を維持していくことや、法定雇用率を達成していな
い大学では小規模校であるための雇用の難しさなどが
あげられていた。
　こうした私立大学における障害者雇用の現状や課題
があるなかで、アンケート調査の回答から、私立大学
で障害者雇用を進めていく際の雇用の形がいくつかあ
ることが示唆された。
　まずは、「障害者施設との業務連携」をおこなう雇
用の形である。アンケートでこのような回答をしてい
る大学は１大学のみではあったものの、「地域の障害
者施設と段ボールのリサイクル業務委託」をしており、
大学での新たな直接雇用をおこなう予定がないとして
いる。このように、業務の連携をおこなうことは大学
内に障害のある職員を雇用することではないため、そ
の大学の法定雇用率の達成につながる雇用のあり方で
はないだろう。とはいえ、法定雇用率が達成できない
といってもに、地域の障害者施設に業務委託すること
で地域に貢献することができている。大学で障害のあ
る職員を雇用し、法定雇用率を達成・維持していくこ
とも必要であるが、法定雇用率達成のためだけではな
く、地域の障害のある方の就労の場を作り出すことも
重要であり、これは地域に開かれた大学に求められる
役割を達成する一つの在り方といえよう。今後は、業
務連携をひとつのステップとし、障害者の特性や就業
可能な業務について理解を深めながら大学内での障害
のある職員の雇用につながることを期待したい。
　つぎに、「大学の設置法人全体」で雇用する形であ
る。このような回答をしている大学も１大学のみで
あった。具体的には「学園の法人が高校、短大、大学
全体の中で雇用を考えている」ということであった。
また、「障害者雇用に関しては法人事務局が所掌して
いる」という回答をしている大学が１大学あり、この
大学も大学内ではなく法人全体で障害者雇用をしてい
ることが推察される。これらをふまえると、大学内で
新たな雇用を創出することが難しい場合でも、法人全
体の中で障害者雇用に取り組んでいくことで、法人に
おける障害者雇用の推進や拡大に寄与することが可能
であると考えられる。これは、大学以外にも複数の機
関を所有する法人の場合に限られる雇用の形ではある
が、多様な職場、職域の開拓が見込まれる複数の機関
を所有する法人だからこそできる雇用の形であるとも
いえる。
　また、これはアンケートの回答から得られたもので
はないが、現在、私立大学の早稲田大学や帝京大学は
学校法人として特例子会社を設立し、障害者雇用をお
こなっている。このような雇用の形は、一般の民間企
業の性質を持つ私立大学だからこそできる雇用であ
る。
　以上のように、私立大学における障害者雇用につい
ては、法定雇用率を達成できていない大学が半数以上
とまだ取り組みが進んでいない現状があるが、私立大
学でおこなえる障害者雇用の形も若干ながら示唆され
た。しかし、今回おこなったアンケート調査は中部地
方に限定しておこなったものであり、全国には本研究
では明らかにはできなかった、私立大学における障害
者雇用の取り組みや雇用の形があると考えられる。こ
れについては、稿を改めて検討する必要があるだろう。
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